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① 

○ 伊東・宮島分室、枚方宿舎及び四条畷宿舎等については、
平成23年度に現物を国庫納付。

○ 改正通則法施行前譲渡収入及び地金の売却収入を含む不要
財産については、費用控除後の売却収入(48億円）を平成22～
23年度に国庫納付。

これまでの取組と今後の方向性

貨幣製造事
業

金属工芸品
の製造等

貴金属の品位
証明

貨幣等に関
する研究開
発

業務運営の見
直し等

○ 国内外の通貨関係当局との連携の下、貨幣に関する偽造動向
や最新の偽造防止技術等の調査を実施。

○ 製造体制の効率化を進め、財務大臣の定める製造計画を確実
に達成。

○ 国との連携を強化しつつ、偽造防止技術の高度化、確実かつ機動的な製造・納
入体制の維持・向上を図ること。

○ 金属工芸品や海外貨幣等の受注の機会を捉えて、新技術の耐久性、量産性を
含めた検証・確認（ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾃｽﾄ）の充実に努めること。

○ 貨幣に対する国民の信頼を維持するため情報提供・広報活動を推進すること。

○ 偽造防止技術の維持・向上に繋がる金属工芸品の製造に注力
 し、一般向けの商品（金盃・銀盃、装身具等）の製造からは撤退。

○ 品質保持の観点から、技術審査に合格した者を対象に、偽造防
止技術に直接関連せず、特段の熟練技術を要しない定型的な加工
作業のうち、経費の縮減が図れるものについて外部委託を推進。

○ 偽造防止技術を始めとする貨幣製造技術の維持・向上に必要な範囲内に限定。
○ 勲章等の製造等事業においては、製造技能の伝承を図りつつ、確実かつ効率的

な製造・納入体制の維持・向上に努めること。
○ 貨幣セット販売事業については、公共サービス改革基本方針を受け、業務フロー

・コスト分析の結果を踏まえた上で、民間委託を推進すること。

○ アクションプログラム（業務の抜本的な改善策）を実行し収支相償
を達成。また、業界団体からの業務継続等の要請を踏まえつつ利
用者の視点、消費者保護の観点から業務内容の見直しを実施。

○ 引き続き、業界の自主的取組み状況の確認を進めるとともに、適正な受益者負
担の観点から、収支相償が維持されるよう努めること。

○ 第２期中期目標期間(平成２０～２４年度)における調査及び研
究開発計画における３つの基本方針に基づき、毎年度の研究の
テーマを決定して具体的な調査・研究開発を実施。

○ 偽造抵抗力が高い独自の偽造防止技術の維持・向上、製造工程の効率化及び
製造技術の高度化のために必要な研究開発を確実に実施していくこと。

○ 引き続き、研究成果の評価を実施し、効率的な研究開発の推進及び質の向上に
努めること。

○ 人件費や減価償却費の減少により、本中期目標期間中の固定
的な経費の平均額（平成20～23年度）は、前中期目標期間中の
平均額に比し、14.3％の削減。

○ 業務運営の効率化を図る観点から、現行の「固定的な経費」を含め、経費削減の
程度を示す指標設定を検討すること。

これまでの取組 今後の方向性

  これまでの取組について、引き続き、充実させることとし、
以下の点を盛り込んで実施していくことを考えている。

Ｐ２参照

※ 3つの基本方針・・「新しい偽造防止技術の研究開発」

 「新製品開発に寄与する研究開発」

 「各事業分野に共通する合理化・効率化に寄与する研究開発」

保有資産の
見直し

○ 東京支局移転後の跡地（豊島区）について、財政貢献に努める観点から、国庫納
付の検討を実施すること。

Ｐ３参照
Ｐ４参照

Ｐ５参照

－1－



これまでの取組① 

【売上高・営業利益の推移】 【人員の推移（期末）】 

目標：17年度末を基準として、 
18年度からの5年間で、10%
以上削減 

目標：本中期目標期間中
の固定的な経費の平均額
が、前中期目標期間中の
平均額を8％以上削減 【固定的な経費の推移】 

 売上高については、地方自治法施行60周年記念貨幣セット（20年度以降）及び天皇陛下御在位20年記念貨幣
セット（21年度）を販売したこと等により増加した一方、地金相場の大幅下落という外的要因の発生に伴う多
額の原材料評価損を計上したこと等により、営業利益は減少。 
 他方、総人員及び間接部門の人員の削減、固定的な経費の削減に着実に取り組んだ結果、固定的な経費は、
前期中期目標期間の平均額に比して、１４％の削減を達成。 
 これら業務運営の効率化等を背景に、現時点における中期目標期間終了時国庫納付金は１６億円程度が見込
まれる。 
 

業務運営の効率化の推進による財政貢献 
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② 

固定的な経費の定義（第1期及び第2期中期計画）
固定的な経費＝営業費用－変動費
変動費＝原材料費＋外注加工費＋時間外手当＋貨幣販売国庫納付金

（注）常勤役職員数（期末）を記載しています。
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これまでの取組② 

【現物による国庫納付】  合計：４件 １０億円（国庫納付申請時の簿価） 

内訳： 
   四条畷宿舎等     （簿価６億円）  
   枚方宿舎       （簿価３億円） 

   その他分室（２件）  （簿価１億円）        

【金銭による国庫納付】   合計：１０件 ４８億円 

保有資産の見直しに積極的に取組み、財政貢献を実現 

四条畷宿舎等 

本局独身寮 

③ 

内訳： 
       石神井敷地等の譲渡収入（５件）    （ ９億円） 
    本局独身寮の譲渡収入             （１０億円） 
    庁舎分室（大塚寮）の譲渡収入     （ ６億円） 
    観音宿舎（一部）等の譲渡収入（２件） （ １億円） 

    その他地金の売却収入等        （２１億円）          
－3－



今後の方向性① 

現在の東京支局（東京都豊島区） 

製造拠点を地理的に複数有することによる 
リスク分散を維持しつつ、 
・現有地より規模を縮小し、 
・相対的に地価の安い地域 
へ移転を行う。 

現有地（約3.3ha 簿価約192億円） 

移転先（約1.8ha） 

△約1.5ha縮小 

造幣局東京支局について 

移転後、国庫納付により 

財政貢献 

埼玉県さいたま市 

④ －4－



今後の方向性② 

外国政府等からの貨幣の製造受注等 

○独立行政法人造幣局法におい 
 て、外国政府等の貨幣製造は 
 造幣局の業務として規定。 
 
○偽造貨幣が発生した際の緊急 
 改鋳等に対応するための製造 
 設備を有効活用。 
  
○外国政府等の貨幣製造は国際  
 協力的な観点からも有意義。 
 

○偽造防止技術を含めた貨幣 
 製造技術の維持・向上。 
 （研究開発・技術練磨） 
 
○自己収入の増加。 
 国庫納付を通じた財政貢献。 

【意義】 【効果】 

⑤ 
本年に受注し製造するスリランカ記念銀貨幣 －5－



 

 

 

独立行政法人造幣局の概要説明資料（参考） 

【造幣局の主な業務実績と今後の業務方針（平成 24 年 9月現在）】 

 

 

 

平成 24年 9月 28 日 

財務省理財局 
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造幣局の主な業務実績と今後の業務方針（平成 24 年 9 月現在） 

事務・事業名 中期目標・中期計画等(要約) 今期の実施（達成）状況 今後の業務方針 

●貨幣製造事業 
 

○貨幣製造事業の見直し 

・偽造防止技術が外部に流出することがない仕組の中

で、技術的な品質要求を損なわない範囲で業務の効率

化につながる場合には、外部委託を推進する。 

 

○通貨行政への参画 

・内外における貨幣の動向について調査を行う。 

 

 

○貨幣の製造 

・財務大臣の定める製造計画を確実に達成する。 

 

 

・製造計画の変更にも対応できる柔軟で機動的な製造

体制の構築に努める。 

・技能研修を実施し、幅広い業務に関する知識や技能

を修得した職員を養成する。 

 

 

 

・高品質で純正画一な貨幣を効率的に製造し、納品後

の返品件数ゼロを維持する。 

 

 

・局内横断的なコスト管理の適正化に努め、コストの

抑制を図る。 

 

 

 

 

○地金の保管 

・より高い安全性の下で適切な管理及び保管を行い、

今後とも保管地金の亡失ゼロを維持する。 

 

○貨幣の製造事業の見直し 

・貨幣製造事業については、鋳塊、円形等貨幣材の一部を外

部から調達することにより、貨幣製造数量の増減などに柔軟

に対応した。 

 

○通貨行政への参画 

・通貨関係当局との連携の下、貨幣の偽造動向や最新の偽造

防止技術について各種の調査を行った。 

 

○貨幣の製造 

・毎年度、財務大臣の定める貨幣製造計画に従って貨幣を製

造（選別作業を含む。）し、計画を確実に達成した。 

 

・緊急の場合を含め当初予見しがたい貨幣製造数量の増減や

記念貨幣の追加発行などによる貨幣製造計画の変更にも対

応できる柔軟で機動的な製造体制の構築に努めることとし、

貨幣部門における技能研修を実施すること等により、溶解工

程から圧印検査工程まで幅広い業務に関する知識や技能を

取得した職員の養成に努めた。 

 

・品質マネジメントシステム ISO9001 を活用し、品質管理体

制を充実させ、引き続き純正画一な貨幣の製造を行い、毎年

度、納品後の返品件数ゼロを達成した。 

 

・ERP システムから抽出したデータを活用し、事業ごとに月

別・本支局別・工程別のコスト計算を行い、その変動要因等

をトラブルの発生、貨幣製造量等業務の実績を踏まえて分析

し、造幣局全体の収支状況を把握しながら、コストを管理し

た。 

 

○地金の保管 

・地金保管に万全を期することにより、毎年度、保管地金の

亡失ゼロを維持した。 

 

●貨幣製造事業については、「独立行政

法人の事務・事業の見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）を踏

まえ、引き続き、国民生活の安定等に

不可欠な事業として重点化する。 

 

●国との連携を強化しつつ、偽造防止

技術の高度化、確実かつ機動的な製

造・納入体制の維持・向上に努力する。 

 また、偽造防止技術の高度化に当た

っては、金属工芸品や海外貨幣等の受

注の機会を捉えて、新技術の耐久性、

量産性を含めた検証・確認（フィール

ド・テスト）の充実に努める。 

 

●国内外における貨幣の動向について

調査を行うとともに、貨幣の種類、様

式等に関する改善について、国との連

携を強化しつつ、不断の検討を行う。 

 

●貨幣の製造等については、高機能設

備の導入及び更新により、製造体制の

合理化・効率化を図るとともに、徹底

した品質管理を行う。 

 

●貨幣に対する国民の信頼を維持する

ため、情報提供・広報活動を推進する。 
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事務・事業名 中期目標・中期計画等(要約) 今期の実施（達成）状況 今後の業務方針 

●その他事業 

（金属工芸品の

製造等） 

○勲章等の製造 

・勲章等の製造について、業務の効率化につながる場

合には、外部委託を推進する。 

 

 

 

 

 

・必要とされる数量を必要とされる時期に確実に製造

し、引き渡す。 

 

・機械化が可能な部分については、採算性の確保に向

けた製造工程の効率化を図る。 

手作業が必須の工程についても、職員に多くの経験を

積ませ習熟度を上げること等により、効率化を図る。 

 

○金属工芸品の製造等 

・偽造防止技術の維持・向上につながる製品の製造に

注力することとし、金・銀盃及び装身具の製造からは

撤退する。 

 

 

 

 

 

 

・金属工芸品の製造について、業務の効率化につなが

る場合には、外部委託を推進する。 

 

 

 

 

○貨幣の販売 

・民間競争入札も含めた競争入札を行う対象・内容等

について検討する。 

 

 

 

 

○勲章等の製造 

・造幣局以外の者でも行うことが可能な特段の熟練技術を要

しない定型的な部品の加工作業のうち、経費の縮減が図れる

ものを外部委託した。なお、品質維持の観点から、造幣局が

実施する技術審査に合格した者のみを外部委託の対象者と

するとともに、受託業者の行う当該作業について技術指導を

行った。 

 

・内閣府との間で締結した勲章等製造請負契約に基づく数量

を確実に製造し、設定された納期内に納品した。 

 

・マシニングセンタ等自動化機械を活用し効率化に取り組ん

だ。また、手作業が必須の工程についても、OJT により職員

に多くの経験を積ませ習熟度を上げること等により効率化

を図った。 

 

○金属工芸品の製造等 

・偽造防止技術の維持・向上につながる金属工芸品の製造に

注力し、一般向け商品である金・銀盃及び装身具の製造から

は撤退した。 

（例 平成 20 年度：桜の通り抜け記念メダル（純金製）・ホ

ログラム、平成 21 年度：桜の通り抜け記念メダル（純金製）・

虹色発色加工、平成 22 年度：国宝章牌「日光東照宮」（白金・

銀）・潜像加工、平成 23 年度：国宝章牌『高野山 金剛峯寺』

（白金・銀）・潜像加工） 

 

・偽造防止技術には直接的には関係せず造幣局以外の者でも

行うことが可能な特段の熟練技術を要しない定型的な加工

作業のうち、外部委託により経費の縮減が図れるものを外部

委託した。なお、品質維持の観点から、受託業者の行う当該

作業について技術指導を行った。 

 

○貨幣の販売 

・民間委託の業務実績を踏まえた上で、事務・事業の質の維

持や、効率性、コスト削減、民間ノウハウの活用等の観点か

ら、民間競争入札も含めた競争入札を行う対象・内容等につ

いて、引き続き検討を行っている。 

 

●金属工芸品の製造業務については、

「独立行政法人の事務・事業の見直し

の基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣

議決定）を踏まえ、引き続き、偽造防

止技術を始めとする貨幣製造技術の維

持・向上のために必要な範囲内に限定

する。また、受注品については、発注

者の性格、製品の主旨・利用目的を踏

まえ判断を行い、原則として、官公庁

等の一般競争入札による受注・製造は

行わない。 

 

●偽造防止技術の高度化に当たって

は、金属工芸品や海外貨幣等の受注の

機会を捉えて、新技術の耐久性、量産

性を含めた検証・確認（フィールド・

テスト）の充実に努める。 

 

●勲章等の精巧金属工芸品製造等事業

について、精巧な技術による勲章等製

品の品位を失わないよう製造技能の伝

承を図りつつ、確実かつ効率的な製

造・納品体制の維持・向上に努める。 

 

●貨幣セット販売事業については、公

共サービス改革基本方針（平成 24 年 7

月 20 日閣議決定）を受け、業務フロ

ー・コスト分析の結果を踏まえた上で、

外部委託を推進する。 
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事務・事業名 中期目標・中期計画等(要約) 今期の実施（達成）状況 今後の業務方針 

●貴金属の品位

証明 

○貴金属の品位証明業務 

・アクションプログラムを着実に実行し、収支相償を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・消費者保護や貴金属取引の安定に寄与するものとす

る。 

 

 

 

 

 

○地金及び鉱物の分析業務 

・アクションプログラムを策定の上、収支改善を含む

業務の改善、収支相償を図る。 

 

 

 

 

 

 

○貴金属の品位証明業務 

・作業要員削減等の業務の抜本的な改善策を内容とするアク

ションプログラムを実行し、さらに、そのフォローアップ措

置として作業要員の課内多能工化を推進して他部門への応

援に充てるなどの収支改善策を実施した結果、平成 21 年度

に収支相償を達成した。 

その後、応援者相当分を不補充にし、多能工化の推進によ

る作業体制の効率的な運用を図ることによって平成 22 年度

から収支相償を続けている。 

  

・品位証明業務は、消費者保護や貴金属製品取引の安定に寄

与するものであり、業界団体からの業務継続等の要請を踏ま

えつつ、利用者の視点、消費者保護の観点から業務内容の見

直しを行った。その結果、平成 24 年 4 月から国際規格に準

拠した品位判定基準及び品位区分表示の導入並びに品位証

明記号の見直し等の新制度に移行した。 

 

○地金及び鉱物の分析業務 

・業務実施局の統合及び手数料の見直し等の業務の抜本的な

見直しを内容としたアクションプログラムを平成 20 年 11

月から実行し、さらに、貴金属製品の品位証明業務のフォロ

ーアップ措置と連動した作業要員の課内多能工化等の取組

を推進したところ、平成 21 年度に収支相償を達成した。以

降、品位証明業務と連動した多能工化の推進による知識や技

能の向上を目指す作業体制の効率的な運用を図ることによ

って平成 22 年度から収支相償を続けている。 

●品位証明業務については、「独立行政

法人の事務・事業の見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）を踏

まえ、将来的な事業廃止に向けた検討

を行う前提として、業界の自主的な取

組み等により造幣局が品位証明を行わ

ずとも問題が生じないかどうか確認す

る必要があることから、引き続き状況

の確認を進めるとともに、適正な受益

者負担の観点から、収支相償が維持さ

れるよう努める。 

●貨幣等に関す

る研究開発 

○研究開発 

・重点分野が明確化された調査及び研究開発の基本計

画を立案し、これを確実に実施する。 

 

 

 

 

 

・研究管理会議により、事前、中間、事後の評価を確

実に行い、その結果に基づき必要に応じて計画の見直

しを行う。 

 

○研究開発 

・「第 2 期中期目標期間における調査及び研究開発の基本計

画」において、「新しい偽造防止技術の研究開発」、「新製品

開発に寄与する研究開発」及び「各事業分野に共通する合理

化・効率化に寄与する研究開発」の 3 つを基本方針としてお

り、これに基づき毎年度の研究テーマを決定し、具体的な研

究開発計画を策定し、調査及び研究開発を実施した。 

 

・外部技術アドバイザー（2 名）による第三者の高度な専門

的な評価を受けながら、本局各部・支局代表も参画し、事前、

中間、事後の評価を行い、研究開発業務を行っている。 

 事後評価の結果、毎年度の研究テーマのうち継続研究する

ものと新規に研究するテーマを定めた。 

●偽造抵抗力が高い独自の偽造防止技

術の維持・向上、製造工程の効率化、

製造技術の高度化のために必要な研究

開発を確実に実施していく。 

 

●貨幣の次期改鋳も見据え、効率的か

つ効果的な研究開発を進めるととも

に、引き続き研究成果の評価を実施し、

効率的な研究開発の推進及び質の向上

に努める。 
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組織・資産 

・業務運営等 
中期目標・中期計画(要約) 今期の実施状況 今後の運営等の方針 

●組織の見直し ○工場の業務の効率化及び生産性の向上に向けた取組 

・工場別の固定的な経費について、本中期目標期間中

の固定的な経費の平均額が、前中期目標期間中の平均

額を下回るように努め、業務の効率化及び生産性の向

上を図る。 

 

・東京支局の更なる有効活用の可能性について検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人員の削減 

・本中期目標期間を通じて総人員数の削減に積極的に

取り組み、削減率が 17 年度末を基準として、18 年度

からの 5 年間で、10％以上となるよう取り組む。 

・間接部門については、本中期目標期間中において、

総人員数の削減率を上回る削減を図る。 

 

 

○保養所の廃止 

・本中期目標期間中に段階的に廃止する。 

 

○職員宿舎の廃止・集約化 

・職員宿舎の廃止・集約化に係る計画を策定し、可能

なものから廃止・集約する。 

 

 

 

○庁舎分室の有効活用 

・東京支局大塚寮について、本中期目標期間中に、廃

止の可能性について検討する。 

 

○工場の業務の効率化及び生産性の向上に向けた取組 

・固定的な経費の削減を達成するため、経費の効率的使用に

努めた結果、毎年度の本支局別の固定的な経費については、

前中期目標期間中の本支局別の固定的な経費の平均額を大

幅に下回った。 

 

・東京支局については、豊島区の存置の意向等を踏まえ、豊

島区が平成 21 年度に立ち上げた「東池袋まちづくり協議会」

に正式メンバーとして参画する等、東京支局敷地の更なる有

効活用の可能性について検討してきた。 

平成 23 年 3 月に東日本大震災が発生し、豊島区の街づく

りにおける防災の視点を改めて浮き彫りにする結果となり、

都市防災機能の格段の向上を図るためには、東京支局敷地の

有効活用による都市再生事業の早期展開が必要不可欠であ

るとして、同年 5 月に豊島区から、「東京支局敷地の移転を

含めた幅広い選択肢も視野に入れた有効活用の検討」につい

て要請があり、現在鋭意検討を進めている。 

 

○人員の削減 

・総人員数の削減率は、平成 22 年度期末において 15.2％（対

17 年度末）、平成 23 年度末において 17.4％（同）となり、

目標を達成している。 

・間接部門における人員数の削減率は、平成 20 年度期初（基

準人員）に対して、平成 23 年度期末は 18.7％となり、総人

員数の削減率 12.6％を上回り、目標を達成している。 

 

○保養所の廃止 

・保養所については平成 20 年度末をもってすべて廃止した。 

 

○職員宿舎の廃止・集約化 

・職員宿舎については、平成 21 年 3 月に策定した職員宿舎

廃止・集約化計画に沿った取組を着実に実施する一方、その

後も自主的な見直しを不断に行い、平成 23 年度末には広島

支局観音宿舎 4 号棟を廃止した。 

 

○庁舎分室の有効活用 

・東京支局大塚寮は平成 20 年度末、広島支局庁舎分室は平

成 22 年度末をもってそれぞれ廃止した。本局庁舎分室につ

いては一部を男子寮に転用して有効活用を図っている。 

●東京支局（豊島区）のさいたま市へ

の移転が貨幣の製造・納入等の業務に

支障をきたすことなく、円滑に行われ

るよう努める。 

 

●間接部門の合理化・効率化を図りつ

つ、引き続き、人員削減に取り組む。 

 

●「独立行政法人の職員宿舎の見直し

計画」に適切に対応するなど、保有資

産について徹底した見直しを継続的に

実施する。 
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組織・資産 

・業務運営等 
中期目標・中期計画(要約) 今期の実施状況 今後の運営等の方針 

●保有資産の見

直し 

・将来の事業再編や経営戦略上必要となるものを除き、

処分を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・東京支局庁舎分室（大塚寮）、白浜分室（保養所）、本局独

身寮及び観音宿舎の一部については、平成 23 年 1 月に一般

競争入札を実施し、費用控除後の売却収入を国庫納付した。 

 

・伊東・宮島分室、枚方宿舎及び四条畷宿舎等については、

平成 23 年度に現物を国庫納付した。 

なお、平成 22 年度末に廃止した広島支局庁舎分室（観音

寮）及び平成 23 年度末に廃止した観音宿舎 4 号棟について

は、今後、国庫納付する予定としている。 

 

・上記のほか、改正通則法施行前に不要となった資産につい

て、費用控除後の売却収入 9 億円を平成 22 年度に国庫納付

した。 

 

・適正な在庫管理の観点から売却を行った地金の売却収入等

のうち、今後の業務の用に供する見込みがない現金 21 億円

について、不要財産として国庫納付した。 

 

●東京支局移転後の跡地について、財

政貢献に努める観点から、国庫納付の

検討を行う。 

 

●その他の業務

全般に関する

見直し 

○効率化目標の設定（固定的な経費） 

・本中期目標期間中の固定的な経費の平均額が、前中

期目標期間中の固定的な経費の平均額と比較し、8％以

上削減するよう努める。 

 

 

○給与水準の適正化等 

・総人件費については、18 年度からの 5 年間で 5％以

上を基本とする削減について、引き続き着実に実施す

るとともに、人件費改革の取り組みを 23 年度まで継

続。 

 

 

○随意契約の見直し 

・「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に実施し、

その取組状況を公表する。 

 

・一般競争入札等について、より競争性、透明性の高

い契約方式によりこれを実施する。 

 

○本中期目標期間中の固定的な経費の平均額は、人件費の削

減、減価償却費の減少等により、本中期目標期間における固

定的な経費の平均額（平成 20～23 年度）は、前中期目標期

間中の平均額に対して、14.3％の削減となり、目標を達成し

ている。 

 

○給与水準の適正化等 

・総人件費の削減率については、平成 22 年度において 17.0％

（対 17 年度）、平成 23 年度において 18.6％（同）となり、

目標を達成している。 

 

○随意契約の見直し 

・契約については、原則として一般競争入札等によるもの

とし、平成 22 年 5 月に造幣局ホームページで公表した「随

意契約等見直し計画」に基づく取組を着実に実施するととも

に、その取組状況をフォローアップし、造幣局ホームページ

に公表した。また、一般競争入札についても、制限的な仕様、

参加資格等を設定することにより競争性を阻害していない

か等の点検を行い、より競争性、透明性の高い契約方式とす

るよう取り組んだ。 

●業務運営の効率化を図る観点から、

現行の「固定的な経費」を含め、経費

削減の程度を示す指標設定の検討を行

う。 

 

 

●「随意契約等見直し計画」（平成 22

年 5 月造幣局）に基づき、偽造防止技

術の維持・向上に支障をきたさないよ

う留意しつつ、随意契約等契約の適正

化、競争性・透明性の確保に向けて取

組みを推進する。 
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組織・資産 

・業務運営等 
中期目標・中期計画(要約) 今期の実施状況 今後の運営等の方針 

●財務内容の改

善 

・部門別の収支を的確に把握し、採算性の確保を図る。 

 

 

 

 

 

・経常収支比率について、毎年度 100％以上になるよ

う努める。 

 

・棚卸資産回転率について、本中期目標期間中の平均

が平成 19 年度実績と比べ向上するよう努める。 

 

・できる限り民間企業で行われているものと同等の財

務内容の情報開示を行う。 

・年度計画の確実な達成に向けて、業務運営に伴う収支状況

の把握を徹底するため、収入見込みを精査しつつ、ERP の活

用等により、コストの発生原因をきめ細かく分析し、収支見

込みを必要の都度見直すとともに、支出内容を点検し、経費

の削減を行った。 

 

・毎年度の経常収支比率（経常収益÷経常費用×100）は、

100％以上となり、目標を達成している。 

 

・毎年度の棚卸資産回転率は、年度計画の目標値（平成 19

年度の実績 2.32 回）を上回った。 

 

・毎年度、財務諸表等について財務大臣の承認を受け、独立

行政法人通則法第 38 条第 4 項の規定に基づき、直ちに所要

の手続を行い、情報開示を行った。 

●業務運営の効率化を図る観点から、

現行の「経常収支比率」を含め、採算

性を示す指標設定の検討を行う。 

 

● そ の 他 業 務  

運営 

○施設、整備に関する計画 

・施設、設備に関する計画について、毎年度事後評価

を行い、必要に応じて見直す。 

 

 

 

 

 

 

○環境保全に関する計画 

・ISO14001 の認証を確実に維持する。 

 

 

 

・温室効果ガスの排出の抑制等のため、エネルギー消

費原単位を対前年度比で 1％以上改善するよう努める

など、使用光熱水量の削減その他使用の合理化に努め

る。 

○施設、整備に関する計画 

・中期計画で策定した計画を基本としつつ、案件ごとに中期

計画との整合性・目的・必要性及び緊急性等を検証のうえ、

業務の質を向上させるためや業務運営の効率化に対応する

ための適正な投資を行うことを基本とした施設、設備に関す

る年度計画を策定し、年度途中においても必要な見直しを行

うとともに、事後評価を実施することにより、より一層効率

的で効果の高い施設、設備への投資を行うよう取り組んだ。 

 

○環境保全に関する計画 

・毎年度、外部審査登録機関による ISO14001 の審査を受審

した結果、環境マネジメントシステムが包括的に継続して有

効であるとの判定を受け、認証を維持した。 

 

・平成 23 年度においては、光熱水使用量の削減その他使用

の合理化に努めたこと等により、使用量については電気、ガ

ス、水道とも削減できており、第 1 種エネルギー管理指定工

場（本局及び広島支局）及び造幣局全体（本局、東京支局及

び広島支局の合算）におけるエネルギー消費原単位について

は、前年度比で本局が△11.0％の改善、広島支局が△0.6％

の改善、造幣局全体では△6.6％の改善となった。 

●製造業を営む公的主体として模範と

なるよう、地球温暖化などの環境問題

に積極的に貢献する観点から、現行の

「ISO14001 の認証の維持」を含め、環

境保全に係る指標設定の検討を行う。 

 

－12－




